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御列席の皆様,第67回 日本結核病学会にお招き戴き,

世 界保健機関事務総長として,「 世界における肺疾患の

現状」,とりわけ結核対策に関するWHOの 戦略につき,

御講演申し上げますことは,私 の慶びといたすところで

ございます。まずは御招待戴きました御礼を申 し上げま

すとともに,大 会長をおっとめになられた島根医科大学

の斎藤教授をはじめ,準 備にあたられました関係の皆様

のこ労苦に対 しまして深甚なる敬意を表するものであり

ます。

皆様の 日本結核病学会は今年で67年 の歴史を迎えら

れたのでございますが,こ の間,先 進諸国においては,

結核の有病率,発 生率,死 亡率のいずれを取ってみまし

ても,結 核対策の劇的進歩がみられたわけであります。

特に西欧ならびにアメリカ合衆国におきましては,こ の

ような成果は,1950年 代 以前においては急速な社会 ・

経済的発展に起因 したものでありました。さらに,1950

年代以降,す べての先進諸国にみられた結核の減少は極

めて急激なものであり,こ れは,と りわけ,化 学療法を

主体とした効果的な結核対策によるものでありました。

結核の流行ならびに患者の発生におけるこのような激

減により,た とえば日本を例にとりますと,国 家の医療

費全体に占める結核治療のための経費の割合が著 しく減

少したばかりでなく,企 業,と りわけ大企業においては,

労働者の結核による欠勤や入院の減少をもたらしました。

その結果,生 産性は向上 し,急 激なGNPす なわち国

民総生産の上昇がみられたわけであります。そして,こ

のようなGNPの 増大 は,二 次的に保健分野へ配分さ

れる政府予算の増加をもたらし,保 健サービスならびに

社会福祉が国内的に改善 される道を開いたのです。そし

て,国 民の健康状態 も向上 し,健 康 と経済発展 とがとも

に上昇するという時代を迎えたのであります。

このような輝かしい成功の足跡を背景に,結 核病対策

に関連する皆様の活動範囲は,喘 息,肺 がん,慢 性閉塞

性(閉 鎖性)肺 疾患 などを含む,「肺の健康」 という領

*From the World Health Organization, 20 Avenue Appia, 1211 Geneva 27 Switzerland.
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域へと次第に拡大移行 しはじめたわけであります。 しか

しなが ら,そ うしているうちに,多 くの先進国において

は,結 核発生の減少傾向は停止 し,結 核の再燃さえも懸

念されるようになってきたわけであります。

このような憂慮すべき事態について申し上げます前に,

ここで肺の健康を脅かす幾つかの間題について概略を申

し上げたいと存 じます。すなわちこれ らには,環 境の劣

悪化あるいは喫煙などが深 く関連すると思われる喘息,

がん,子 どもの急性呼吸器疾患などがあげられます。そ

してこれらの課題は世界の人々の健康にとって極めて広

範で重要な位置を占めているのであります。

まず喘息について申し上げますが,世 界中で1億6000

万人 の患者があると推定され,例 えばアメリカ合衆国の

場合では,総 人口の4%が 本疾患にかかっているとの推

計がございます。このような喘息患者が生活に支障をき

たす 日数は年間延べ数百万日を超え,か かる治療経費は

年額数十億 ドルにのぼるとの試算がございます。

また排気口のない状態で20億 人の人々が調理や暖房

のために,木 材や石炭を燃焼させているといわれており

ます。 これによる室内空気の汚染は,重 篤な小児の急性

呼吸器疾患および成人の慢性閉塞性(閉 鎖性)肺 疾患の

発生率の増加をまねいております。さらに先進諸国にお

いては,塵,紫 煙,(住 宅)建 材,家 具,お よび化学物

質による室内空気の汚染が,人 々の肺の健康をきわめて

深刻に蝕んでいるのであります。工業的大気汚染は依然

として十分に規制されているとは言いがたい状況にあり

ます。また,大 気への工業排気の放出をコントロールす

るための措置は経費がかかるという理由から実施されな

いこともしばしばであります。われわれをとりまく空気

中における毒性物質あるいは有害物質の濃度が上昇する

中で,放 射線物質による汚染への危惧 も近年 とみに高ま

って参 りました。

さて喫煙習慣についてでありますが,こ れは,毎 年少

なくとも300万 人 の死亡原因と何 らかの関係があると言

われております。そしてこの喫煙習慣 というのは,現 在

のところ,死 亡や非健康状態をきたす原因のなかで,最

も予防可能な原因である,と 認識されているのでありま

す。 タバコの消費を抑制するための施策は,従 来からの

保健事業のそれとはきわめて異なった様相を呈するもの

であ ります。すなわち,わ れわれWHOの 展 開す る

「喫煙か健康か(タ バ コ・オワ・ヘルス)」 という事業

戦略は,人 々が自分 自身の健康について正 しい決断をす

ることを助 けるというものであります。 この事業 の成

否は,実 にこの点 にかか っているといえるのでありま

す。

WHOは,人 々がタバコ依存性 と戦い,ま た一方各国

政府がタバコによる税収入の甘受から脱却を助けるため

に必要とされる,明 確な政治的決断が下 されるよう,各

国政府ならびに種々の非政府団体および他の国際機関と

の相互協力を強化致しております。国際機関はこれらの

行動を支援することはできますが,実 際にタバコの蔓延

状態に歯止あをかけることは,当 然のことながら,各 当

該政府の責任においてなされることであります。 しかし

なが ら,こ のような政治的ならびに経済的論議の的にな

るような事項に関しては,各 国が独自の行動を取 るより,

む しろ,国 際的な場で行われた共同決議にたいして歩調

を合わせるという方法で対処する方が,時 としてはやり

やすいことが経験的に知られております。

さて最新の報告によりますと,年 間に開発途上国にお

いて5歳 以下で死亡する子どもの数は1300万 人にのぼ

ると推定されております。その主要な死亡原因は,急 性

呼吸器感染症,周 産期な らびに新生児期疾患,下 痢性疾

患,ワ クチンによる予防可能な感染症など,予 防し得る

疾患によるものが大半を占めております。なかでもこれ

らの子どもたちの死亡の3分 の1,す なわち430万 人 は,

急性の呼吸器感染症,主 として肺炎によるものでありま

す。 したがって,WHOが 展開 している急性呼吸器感染

症対策事業では,子 どもの肺炎による死亡率を低下させ

ることに主眼をおいており,さ らに,西 暦2000年 まで

に子どもの急性呼吸器感染症による死亡を現在の3分 の

1に 減少させるという目標を掲げて鋭意努力いたしてお

ります。

WHOの 急性呼吸器感染症対策事業において特に力を

注いでおります点は,兆 候ならびに症状の早期発見 簡

便な診断,そ して抗生物質を用いた適切な治療でありま

す。さらに本事業においては,で きるだけ多 くの人々が

治療を受けるための施設に行けるようそのアクセスを改

善すること,一 方,両 親たちにも知識をあたえ,子 ども

が肺炎を示唆するような兆候を示 した場合,い ち早 く治

療を受けるために行動することなどもその目標として掲

げております。ジフテリア,麻 疹,百 日咳 の発症 を予

防するための予防接種はすでに実施に移されております

が,こ とに幼い子どもたちに発症する肺炎の中で,比 較

的頻度の高い原因菌に対するワクチンも現在開発中であ

ります。さらに間接的には,栄 養不良や出生時における

低体重 といった主要なリスク ・ファクターに関 して取り

組むことにより,包 括的な意味で肺炎の発生率を減少す

ることができると考えております。

以上述べましたような治療ならびに予防に関する方策

は,地 域社会の集中的な参加を要するものであり,プ ラ

イマ リ・ヘルス ・ケアの一環として努力が傾けられるマべ

きものと考えます。

さて,そ れでは次に,本 日の皆様の大会の主題であり

ます結核について申し上げたいと存 じます。地球規模に

おけるその重要性にもかかわらず,過 去10年 あるいは

20年 間において結核は,軽 視 されてきたと言っても過
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Table The Global Toll of Tuberculosis

言ではありません。 しか しながらここ数年の間に,状 況

は劇的に変化致 しました。今や結核は,国 際保健分野に

おいて最 も関心を集める課題であり,WHOに お きまし

て も結核対策事業は,最 優先課題の一つとして位置付け

られております。それでは何故,結 核が再びこのような

大きな注目をひくようになったのかについて,申 し上げ

たいと存 じます。

第1に は,結 核問題の世界的な重要性と拡大規模が近

年,明 確になったということであります。

Tableに お示 ししま したように,WHOの 最新の推

計によりますと,17億 人,す なわち地球上の3人 に1

人 は結核菌(tubercle bacillus)に 感染 していると考

えられております。幸いなことには,こ れ らの感染者の

うち,5%あ るいは多 くても10%の 人 々が結核を発症

するにとどまっておりますが,い っの時点をとってみま

しても,結 核に煩 わされている人々は2000万 人 を超え

ると言われております。毎年800万 の結核の新患者が発

生し,年 間の死亡者数は300万 人 に上 っております。 し

たがって,結 核は,単 一の感染性病原微生物によるもの

としては最大の死亡原因となっていると考えられます。

報告されるこれら結核患者および結核による死亡例の

大部分は,開 発途上国においてみられております。さら

にその80%以 上 は,経 済的生産高の高い年齢層,す な

わち15歳 から60歳 の人口層に分布 しているわけでござ

います。 この年齢層における,防 止 しうる死亡のなかで,

結核はその4分 の1を 占めており,開 発途上国にとって

社会的荷重であるばかりでなく,重 大な経済的損失 とし

て大きくのしかかっているわけであります。さらにアフ

リカの熱帯地域においては,結 核発生の報告例が非常な

勢いで増加の一途をたどっており,こ れはHIV感 染 と

の関連によるものであります。 この点につきましては,

Fig. 1 Annual Tuberculosis Notification Rates (all forms) in Selected 
Western European Countries, 1974-91
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Fig. 2 Annual Notifications of Tuberculosis (All Cases), 
Japan, 1974-1989

Fig. 3 Observed and Expected Tuberculosis Cases, 

United States, 1980-1990

あとでもう少し詳しく言及したいと思います。経済破綻

による困窮や,自 然災害あるいは人災による貧困や低水

準の生活条件等の困難に直面 している,幾 つかの開発途

上国におきましても,結 核の発生率の上昇が報告されて

おります。

一方,先 進諸国におきましても結核はやはり今でも,

最 も共通にみられる感染症のひとつであります。結核患

者は主として高齢者,移 民,ま た季節労働者のように定

住 しない一時的労働者にみられております。

Fig.1に お示 しいたしましたように,近 年において

は,結 核の発生の減少傾向が停止し,た とえば,イ ギ リ

スのイングランドおよびウェールズ,オ ランダ,ス ウェ

ーデン,イ タリア,ノ ルウェーおよびフランスにおきま

しては,逆 に上昇傾向にあるといえます。

日本におきましても結核患者の発生率はもはや減少傾

向にはありません(Fig.2)。 そればかりか,喀 痰陽性

例の報告が最近増加 し始あたと聞き及んでおります。な

ぜヨーロッパ諸国ならびに日本において結核の減少傾向

が停滞し,む しろ患者数が増加するという結核の再燃傾

向にあるのかは,い まのところ明らかではありません。

もしこれらの国々において,結 核対策あるいは結核撲滅

計画を進める場合には,こ のような現況を注意深 く分析

することが不可欠であると考えられます。

さて第2の 理由でありますが,こ れは,HIV感 染 と

結核との相互関係が明らかにされるや否や,結 核問題は

大きな注 目を浴びるようになったということでありま

す。

アメ リカにおきましては,Fig.3に もお示 し致 しま

したように,症 例報告数は1985年 の約2万2000例 か ら

1990年 の約2万6000例 と増加 しております。 これは,

5年 間に16%の 増加 ということになります。 この増加

―38―



1992　 年11　 月 743

Fig. 4 Estimated Global Distribution of Adults Who Have Been Infected 
with HIV and Tuberculosis (1/1992)

Fig. 5 Annual Tuberculosis Notification Rates 
in Selected African Countries (All Cases), 
1983-1990

は,主 としてHIV感 染 の結果としてもたらされたもの

であります。

Fig.4に お示 し致 しましたように,WHOの 最新の

資料 によりますと,結 核菌とHIVと に二重感染してい

る人 は世界中で1992年 現在400万 人を超えておりまし

て,そ の78%は,ア フリカの熱帯地域に集中しており

ます。

マラウイやウガンダをはじめとするHIV感 染 が広範

にわた っているアフリカ諸国におきましては,Fig .5

にお示しいたしましたように,結 核の報告症例数 は4～

5年 前に比べますと,実 に2倍 の値にまでのぼっており

ます。 ご承知のようにHIV感 染 はアジア地域におきま

して急速に拡大 し始めておりますことから,近 い将来,

それに伴 って結核の発生が劇的に増加するのではないか

との懸念が高まってきております。
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さて第3の 理由でありますが,こ れは,近 年における

分子生物学ならびに免疫学の進歩により,結 核の診断,

治療および予防に関する新技術開発の可能性がもたらさ

れたことであります。 これは,従 来の結核対策にたずさ

わってきた研究者にとっても,ま たこれまでは直接かか

わってはいなかった研究者にとっても魅力ある展開であ

り,こ れによって,長 く待ち望んでいた両者の相互交流

がはかられる結果となりました。今後新たな技術の開発

がなされるならば,結 核対策もより容易に,さ らに結核

のなくなる日も夢ではなくなるかもしれません。

第4番 目としては,た とえ資源の不十分な,困 難な状

況にある国々において も,結 核対策事業は顕著な効果を

もたらす,と いうことが実証されてきた,と いうことで

あります。すなわち,結 核対策事業は,社 会 ・経済的発

展のための確実な実践の可能性を秘めた,最 も効率の良

い,コ ス ト・エフェクティブな保健医療面における投資

事業 となることもできるのであります。

このような事業の成功がもたらされたのは,WHO研

究協力センターによって開発された,短 期化学療法の導

入と,治 療管理 システムの改善に基づくものであります。

多くの開発途上国においては,通 院患者を対象 とした従

来からの長期にわたる化学療法では,患 者の半数以上が

治癒 しない前に治療を中断してしまうのが現状でありま

す。このような低い治癒率の現況では,集 団として結核

の感染を くい止めることは不可能であります。これとは

対照的に,マ ラウイ,モ ザ ンビーク,ニ カラグア,タ ン

ザニアといった諸国においては,8ヵ 月間の短期化学療

法の導入により,結 核の治癒率は著 しく向上いた しまし

た。この治療に供される医薬品は効果も強力であり,一

方患者一人当たりの経費は30米 ドルに収まっておりま

す。最近,マ ラウイ,モ ザンビーク,な らびにタンザニ

アにおいて成功 した,こ の短期化学療法による結核対策

事業のコス ト・エフェタティブの程度を解析するための

実地の調査研究が行われました。その結果,現 在可能な

あらゆる健康への投資事業のなかで,こ の方法による結

核対策事業は最 もコス ト・エフェクティブであるとの結

論が導かれたのであります。

現在の世界は,疫 学的遷移 と称される疾病構造の変革

期にありますが,そ の対策のための最 も効率の良い技術

があるにもかかわらず,結 核が主要な健康問題として存

在 し続けている事実については,WHOは 危惧を次第に

つの らせて参 りま した。そこでWHOは このような憂

慮を,21世 紀 までに残された最後の10年 間において,

結核対策のための新たな公衆衛生行動の展開によって解

決すべ く,戦 略を開発 したのであります。

このWHOの 世 界的戦略は,具 体的に設定 した目標

を達成するためのものであり,主 軸となる活動は以下の

ように分類される国々の実情に応 じてそれぞれ明示され

るものであります。すなわち,

第1は 保健基盤の整備状況が貧弱な,低 所得の開発途

上国,

第2と しては,比 較的保健基礎が整備されている中所

得国,

そ して第3は,結 核の発生率の低い先進諸国,で あり

ます。

第1の 主要 目標は,治 療を受けている結核患者,と り

わけ喀痰陽性者の治癒率を高めるよう改善を図ることで

あ ります。その目標率は,開 発途上国では85%,先 進

諸国では95%で あ ります。現在まで十数力国以上にお

ける結核対策事業の経験によりますと,標 準化学療法 と

して先に述べた短期化学療法を導入し,か っ治療管理 シ

ステムの改善を図る,と いう2つ の側面が同時に満足さ

れることが必要であることが実証されております。整備

された保健サービス ・システム,あ るいはマンパワーを

集約的に要する保健サービス ・システムの欠如した多く

の開発途上国の現状においては,こ れらは治癒率85%

を達成するための必須条項といえましょう。

治療管理 システムを改善するための重要点としては,

抗結核薬の安定供給や治療結果の正確なコホー ト解析も

挙げられます。 ことに後者によって,治 療施設における

ヘルス ・ワーカーたちが,ど のような治療活動を実施 し

ているかについてその良否が明確にされるのです。

WHOの 結核対策事業の第2の 目標は,治 癒率の改善

という第1の 目標が達成 されてからはじめて実際には求

められるべきものであります。すなわち,少 なくとも地

方病院 レベル以下までの保健サービス網を利用 して,結

核対策サービスを拡大し,症 例の検出,と りわけ,喀 痰

陽性例の発見をより確実にするというものであります。地

方病院 レベル以下の施設における顕微鏡による検査は必

ず しも有効ではありません。それは,主 として,結 核の

有病率は,下 痢性疾患や肺炎のような他の感染症と異な

り,相 対的に低いためであります。また開発途上国にお

いては一般に住民の保健施設へのアクセスが不十分なこ

ともあって,一 般的に開発途上国において住民1万 人を

カバーするような典型的なヘルス ・センターでは,年 間

に結核菌の喀痰陽性例を検出する頻度は通常5例 以下で

あります。 このような状況下では,顕 微鏡による喀痰検

査の精度を高く保持することは容易ではありません。

一方
,結 核サービスの普及率を高あるためには,提 供

するサービスの質が高いものであることが肝要でありま

すが,そ の大きな要因として,治 癒率の高さがあげられ

ます。このような治癒率の高い結核サービスが提供され

るとなれば,ど んな辺鄙な地域に住んでいる患者 も,そ

れを受けるために保健施設へとやってくることになるわ

けであります。たとえば,タ ンザニアの例をとりますと,
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すべての地方病院における高い治癒率に支えられて,結

核サー ビス普及率 は65%に も上 っております。さらに

地方病院では,顕 微鏡による直接検査,あ るいはスクリ

ーニングのための胸部X線 撮影によって結核の診断が行

われております。 さらに整 った保健サービス施設を備え

た国々においては,よ り高いサービス普及率への到達が

期待されましょう。結核サービス普及率 として暫定的に

設定された目標は,交 通 ・運輸 ・通信施設が整 っていな

い低所得国で は60～65%,比 較 的社会基盤の整 った中

所得国では85%で あ ります。

明らかに,こ れらの目標は,こ のような結核対策事業

に関連するすべての構成員が相互に協力 して初めて達成

されるものでありましょう。WHOの 各加盟国はそれぞ

れ,国 家結核対策事業の確立 と改善についてイニシラテ

ィブをとるわけでありますが,こ のような国家の努力に

対 して,国 際機関,二 国間援助機関,非 政府団体,医 学

会ならびに科学者たちがそれぞれ持てる力を出し協力す

べきであります。WHOは このようなパー トナーシップ

の幅広い連携体制を構築 し,今 後 も世界における結核対

策事業全体の指導 と調整の任にあたっていく覚悟であり

ます。

このような世界の結核対策事業に関する連携体制にお

いては,日 本の,と りわけ皆様の日本結核病学会の皆様

方が有意義な役割を担っていただけるものと私は確信す

るものであります。日本の結核対策における豊富な経験

と施設をはじあとした資源をもって,開 発途上国におけ

る結核対策を支援することは,日 本が国際保健の領域に

おいて指導的役割を演 じ得る分野ではないかと拝察いた

します。もしこのような役割を担っていただけるといた

しますならば,日 本は結核対策への支援 とともに,自 国

の保健従事者の訓練ならびに政策の策定強化に重点的に

取 り組むべきかと思います。当然のことなが ら,政 策の

構築に当たっては,質 の高い研究ならびに訓練活動をも

含んだ実効のある国家結核対策が不可欠であります。こ

のような意味で,世 界の連携の指導的な一員たらんとす

るならば,自 国の体制を強化する必要がありましょう。

その意味で先 日私は,日 本政府が皆様の日本結核病学会

との連携のもとに,西 暦2000年 までに現在の結核患者

数を半減するという新 しい結核対策のイニシアティブを

開始されたことをうかがい,心 より御祝い申し上げてお

ります。

私は,こ の新 しい事業の展開は2つ の意味において将

来に向けて重要なステップであると受け止めております。

すなわち,第1に は,近 年における結核減少の減速傾向

と,過 去2年 間における喀痰陽性例数の上昇に鑑み,結

核対策事業が再活性化される必要があるという点であり

ます。機を逸 しますれば,お そらく結核の再燃ならびに

多剤耐性の結核の著明な蔓延をまね くことにもなりかね

ません。その第2は,日 本における結核対策事業の再活

性化は結核における研究ならびに教育訓練を促進し,ひ

いては世界的な結核対策事業における連携において指導

的役割を果たすに必要な有能な保健専門家の育成へとっ

ながるか らであります。

皆様のますますの御発展を祈念申 し上げ,ま た今後い

っそうのWHOへ の御支援 ・御協力を御願い申 し上げ,

本 日の講演を終わらせていただきます。

御清聴ありがとうございました。
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